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答 申  

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した地方税法（以下

「法」という。）及び東京都都税条例（昭和２５年東京都条例第５６号。

以下「条例」という。）に基づく固定資産税及び都市計画税賦課処分に係

る審査請求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申す

る。 

 

第１ 審査会の結論 

   本件審査請求は、棄却すべきである。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、東京都○○都税事務所長（以下「処分庁」

という。）が請求人に対し平成３０年６月１日付けで行った別紙１物

件目録記載の土地１（以下「本件土地」という。）に係る平成３０年

度分の固定資産税及び都市計画税（以下「固定資産税等」という。）

賦課処分（内容は、別紙２処分目録記載のとおり。以下「本件処分」

という。）について、その取消しを求めるものである。 

 

第３ 請求人の主張の要旨 

請求人は、おおむね以下の理由から、本件処分の違法性又は不当性

を主張し、その取消しを求めている。 

本件土地及び本件各隣地は各々用途が同一ではないから、別々に評

価して課税すべきである。仮に、それらの土地を一体として評価する

としても、計算方法が相当でない。 

また、本件土地内の車庫用地については、専ら請求人が運営する幼

稚園が業務上使用するものであり、固定資産税等の非課税対象である。 



 

- 2 -  

 

第４ 審理員意見書の結論 

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項によ

り、棄却すべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。 

年 月 日 審 議 経 過 

令和元年６月２８日 諮問 

令和元年８月２７日 審議（第３６回第４部会） 

令和元年９月２４日 審議（第３７回第４部会） 

 

第６ 審査会の判断の理由 

審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結果、

以下のように判断する。 

１ 法令等の定め 

⑴ 課税客体、納税義務者、課税標準及び税率等 

ア 固定資産税の課税客体及び納税義務者 

固定資産税は、固定資産（土地、家屋及び償却資産のこと。法

３４１条１号）に対し、当該固定資産所在の市町村において、当

該固定資産の所有者に課する（法３４２条１項、法３４３条 １

項）。当該所有者とは、土地及び家屋については、登記簿又は土

地補充課税台帳若しくは家屋補充課税台帳に所有者として登記又

は登録されている者をいう（法３４３条２項前段）。 

イ 固定資産税の課税標準及び税率 

基準年度（平成３０年度は基準年度に当たる。）に係る賦課期

日に所在する土地又は家屋に対して課する基準年度の固定資産税

の課税標準は、当該土地又は家屋の基準年度に係る賦課期日にお

ける価格で土地課税台帳若しくは土地補充課税台帳又は家屋課税
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台帳若しくは家屋補充課税台帳に登録されたものとする（法３４

９条１項）。もっとも、住宅用地でその面積が２００㎡以下であ

るものに対して課する固定資産税の課税標準は、上記規定等にか

かわらず、当該小規模住宅用地に係る固定資産税の課税標準とな

るべき価格の６分の１の額とする（法３４９条の３の２第２項１

号）。 

また、固定資産税の税率は、１００分の１．４とする（法３５

０条１項、条例１２２条）。 

ウ 都市計画税について 

市町村は、都市計画法に基づいて行う都市計画事業又は土地区

画整理法に基づいて行う土地区画整理事業に要する費用に充てる

ため、当該市町村の区域で都市計画法５条の規定により都市計画

区域として指定されたもののうち同法７条１項に規定する市街化

区域内に所在する土地及び家屋に対し、その価格を課税標準とし

て、当該土地又は家屋の所有者に都市計画税を課することができ

る（法７０２条１項前段）。ここにいう「価格」とは、当該土地

又は家屋に係る固定資産税の課税標準となるべき価格をいい、

「所有者」とは、当該土地又は家屋に係る固定資産税について法

３４３条において所有者とされる者等をいう（法７０２条２項）。 

また、法３４９条の３の２第２項の規定の適用を受ける土地に

対して課する都市計画税の課税標準は、上記規定等にかかわらず、

当該土地に係る都市計画税の課税標準となるべき価格の３分の１

の額とする（法７０２条の３第２項）。 

また、都市計画税の税率は１００分の０．３である（法７０２

条の４、条例１８８条の２７）。 

⑵ 賦課期日 

法３５９条によれば、固定資産税の賦課期日は当該年度の初日の

属する年の１月１日とする（法３５９条）。都市計画税も同様であ

る（法７０２条の６）。 
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⑶ 宅地に対する固定資産税の特例 

宅地等に係る平成３０年度から平成３２年度までの各年度分の固

定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税

の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該価格に同条に定める率を乗じて得た額）に１００分の５を乗じ

て得た額を加算した額を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（ 以下

「宅地等調整固定資産税額」といい、同様の計算で得られる都市計

画税額を「宅地等調整都市計画税額」という。）を超える場合には、

当該宅地等調整固定資産税額とする（法附則１８条１項）。 

都市計画税も同様である（法附則２５条１項）。 

⑷ 学校法人等が利用する固定資産 

学校法人又は私立学校法６４条４項の法人（以下「学校法人等」

という。）がその設置する学校において直接保育又は教育の用に供

する固定資産に対しては、固定資産税を課することができない（法

３４８条２項９号）。都市計画税も同様である（法７０２条の２第

２項）。 

そして、「法３４８条２項９号が、学校法人等がその設置する学

校において直接保育又は教育の用に供する固定資産に対しては、固

定資産税を課することができない旨を定めている趣旨は、学校法人

等の有する公益的な性質及び学校教育において果たす重要な役割に

鑑み、学校法人等が直接保育又は教育の用に供する固定資産につい

て、政策的な観点から、例外的に固定資産税を非課税とすることに

あると解される。このような規定の趣旨に加え、納税義務の公平な

分担等の観点も考慮すると、同号の非課税要件は、その文理に即し

て厳格に解釈されるべきである」とされている（東京地方裁判所平



 

- 5 -  

成２９年１月２４日判決。判例地方自治４３３号１１頁参照）。 

⑸ 取扱要領の定め（数筆の土地に一棟の家屋が存在する場合） 

東京都特別区の区域内に存する固定資産（土地）の評価事務につ

いては、固定資産評価基準（昭和３８年１２月２５日自治省告示第

１５８号）に基づいて東京都固定資産（土地）評価事務取扱要領

（昭和３８年５月２２日付３８主課固発第１７４号。以下「取扱要

領」という。）が定められ、評価事務の取扱い等の細目が定められ

ている（法３８８条１項参照）。 

取扱要領第１節・第６によれば、「土地の評価は、原則として土

地（補充）課税台帳に登録された一筆の土地を単位として行うもの

とする」が、「隣接する二筆以上の宅地にまたがり、一個又は数個

の建物が存在し、一体として利用されている宅地」については、そ

れら「二筆以上の土地を合わせて単位とする。」とされ、「課税地

と非課税地とが一体的に利用されている場合にも同様とする。」

（取扱要領第１節・第６・２）とされている。 

⑹ 課税部分と非課税部分とが混在する場合の認定 

土地及び家屋を非課税とする場合で、課税部分と非課税部分とが、

柵垣等や構造等により明確に区分できるときは、当該区分に従って

認定するのが原則である（「固定資産税及び都市計画税課税事務提

要」(平成２８年１月２９日付２７主資固第２４３号主税局長通達。

以下「事務提要」という。）第２章・第４節・第３・１・⑸・ア）。

また、非課税家屋の敷地は、原則として非課税であるが、家屋の一

部が非課税となった場合の非課税地積については、次の算式により

認定する（同⑹・ア）。 

  非課税地積 = 当該家屋の敷地の地積 ×
当該家屋の非課税部分床面積

当該家屋の総床面積
 

  (課税地積 = 当該家屋の敷地の地積 ×
当該家屋の課税部分床面積

当該家屋の総床面積
) 
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２ 本件処分の検討 

⑴ 本件土地及び本件各隣地の一体性 

本件家屋は、平成２９年１月、区分家屋１及び区分家屋２として

登記され、各区分家屋は相互に家屋内で直接行き来ができないが、

外観上・構造上は物理的に分離していないことが認められる。そし

て、本件家屋は、分離していない一つの建物として、本件土地及び

本件各隣地にまたがって存在しており、その状態は区分所有建物と

なる以前となんら変動がないことが認められる。また、本件土地及

び本件各隣地は、各々が塀や柵等により仕切られておらず、一体と

して大部分が同じ塀や柵等により囲われていることが認められる。 

したがって、本件土地及び本件各隣地は、利用状況からみて、本

件家屋敷地として一体的に利用されているといえるのであるから、

本件土地の価格を評価するに当たっては、本件土地及び本件各隣地

をそれぞれ分離して評価するのではなく、１単位として取り扱うべ

きと解するのが相当である。 

⑵ 非課税の認定 

非課税の認定に当たっては、課税部分と非課税部分とが明確に区

分できるときは、当該区分に従って認定するのが原則とされている

（上記１・⑹）。本件土地については、本件園庭部分、本件家屋敷

地部分、本件車庫用地部分にそれぞれ明確に区分できることから、

それらを分けて非課税認定の可否を検討する。 

ア 本件園庭について 

平成３０年１月１日時点において、請求人は、本件園庭を、○

○幼稚園の庭及び運動場として利用していることが認められる。

とすれば、本件園庭部分は、学校法人の設置する学校において直

接教育の用に供する土地であるといえる。 

したがって、本件園庭部分については、法３４８条２項９号及

び法７０２条の２第２項の規定により、固定資産税等を課税する

ことができない固定資産と解すべきである。 
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イ 本件家屋敷地について 

家屋敷地の非課税認定においては、当該家屋の取扱いに準じ

るとされているのであるから（上記１・⑹）、まずは本件家屋

自体の性質を検討する。 

平成３０年１月１日時点において、区分家屋１（床面積４７

７．７２㎡）は、請求人の幼稚園舎として利用されており、区

分家屋２（床面積１６５．７８㎡）は、理事長の個人宅として

利用されていることが認められる。また、区分家屋２内の本件

倉庫（１６．４３㎡）について、理事長は、請求人に対し、○

○幼稚園の教育の用に供するものとして使用貸借していること

が認められる。したがって、本件家屋の延べ床面積６４３．５

０㎡のうち、約７６．７９％である４９４．１５㎡（＝４７７．

７２㎡＋１６．４３㎡）については、請求人が幼稚園の用に供

しており、法３４８条２項９号及び法７０２条の２第２項の規

定により、固定資産税等を課税することができない 固定資産と

解すべきである。 

そして、事務提要第２章・第４節・第３・１・⑹・アより、本

件家屋の取扱いに準じて、本件家屋敷地のうち約７６．７９％の

地積については、固定資産税等を課税することができない固定資

産と解すべきである。 

よって、本件土地の本件家屋敷地部分である６２１．３９㎡の

うち、４７７．１７㎡（≒６２１．３９㎡×７６．７９／１００）

は非課税地積となり、残りの１４４．２２㎡は課税地積となる。 

ウ 本件車庫用地について 

平成３０年１月１日時点において、本件車両の自動車検査証上

の使用者名義は請求外○○さんの個人名義であったとされている。

そして、同時点において、本件車両が専ら○○幼稚園の教育の用

に供していたと認めるに足る証拠はない。 

したがって、請求人は、本件車庫用地を直接教育の用に供して
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いたとまでは認められないのであるから、請求人の本件車庫用地

（本件土地のうち１５．４０㎡）は、固定資産税等の課税対象と

なると解すべきである。 

エ 小括 

以上より、本件土地の総地積１２４０．７９㎡のうち、課税地

積は１５９．６２㎡（＝１４４．２２㎡＋１５．４０㎡）である

ことが認められる。この結果は、本件土地に係る平成３０年度土

地課税台帳の記載と一致しており、本件処分における非課税認定

について、違法又は不当な点はないといえる。 

⑶ 課税標準額 

基準年度である平成３０年度における本件土地の土地課税台帳に

登録された価格（課税部分）は４７，１９６，４４０円であること

が認められる。 

そして、上記⑵・エのとおり、本件土地の課税地積は１５９．６

２㎡であり、区分家屋２に理事長が居住していると認められ、その

面積は２００㎡以下であるから、その全部について、法３４９条の

３の２第２項１号及び法７０２条の３第２項の課税標準の特例の適

用がある。 

以上の事実から、本件土地の固定資産税等の課税標準額を算出す

ると、次のようになる。 

＜固定資産税＞ 

課税標準額 = 𝟒𝟕, 𝟏𝟗𝟔, 𝟒𝟒𝟎円 ×
𝟏

𝟔
≑ 𝟕, 𝟖𝟔𝟔, 𝟎𝟎𝟎円  

＜都市計画税＞ 

課税標準額 = 𝟒𝟕, 𝟏𝟗𝟔, 𝟒𝟒𝟎円 ×
𝟏

𝟑
≑ 𝟏𝟓, 𝟕𝟑𝟐, 𝟎𝟎𝟎円  

⑷ 税 額 

固定資産税の標準税率は１００分の１．４、都市計画税の標準税

率は１００分の０．３であるから、通常の計算における本件土地の
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固定資産税額及び都市計画税額は次のとおりである。 

＜固定資産税＞ 

税額 = 𝟕, 𝟖𝟔𝟔, 𝟎𝟎𝟎円 ×
𝟏. 𝟒

𝟏𝟎𝟎
≑ 𝟏𝟏𝟎, 𝟏𝟎𝟎円 

＜都市計画税＞ 

税額 = 𝟏𝟓, 𝟕𝟑𝟐, 𝟎𝟎𝟎円 ×
𝟎. 𝟑

𝟏𝟎𝟎
≑ 𝟒𝟕, 𝟏𝟎𝟎円 

他方、宅地等調整固定資産税額及び宅地等調整都市計画税額は、

次のとおりである。 

＜固定資産税＞ 

   宅地等調整固定資産税額 = (𝟕, 𝟐𝟕𝟖, 𝟎𝟎𝟎円 + 𝟕, 𝟖𝟔𝟔, 𝟎𝟎𝟎円 ×
𝟓

𝟏𝟎𝟎
) ×

𝟏. 𝟒

𝟏𝟎𝟎
 

           ≑ 𝟏𝟎𝟕, 𝟑𝟎𝟎円  

＜都市計画税＞ 

     宅地等調整都市計画税額 = (𝟏𝟒, 𝟓𝟓𝟕, 𝟎𝟎𝟎円 + 𝟏𝟓, 𝟕𝟑𝟐, 𝟎𝟎𝟎円 ×
𝟓

𝟏𝟎𝟎
) ×

𝟎. 𝟑

𝟏𝟎𝟎
 

           ≑ 𝟒𝟔, 𝟎𝟎𝟎円  

とすると、通常の計算上の税額は、宅地等調整固定資産税額及び

宅地等調整都市計画税額を超えることが認められる。 

したがって、平成３０年度の固定資産税額は、宅地等調整固定資

産税額（１０７，３００円）となる。 

平成３０年度の都市計画税については、さらに、条例附則２０条

１号の適用があるため、上記宅地等調整都市計画税額（４６，００

０円）から、下記計算により得られる額を控除した額を最終的な税

額とする。 

控除額 = (𝟏𝟒, 𝟓𝟓𝟕, 𝟎𝟎𝟎円 + 𝟏𝟓, 𝟕𝟑𝟐, 𝟎𝟎𝟎円 ×
𝟓

𝟏𝟎𝟎
) ×

𝟎. 𝟑

𝟏𝟎𝟎
×
𝟏

𝟐
≑ 𝟐𝟑, 𝟎𝟏𝟔円 

したがって、本件土地の最終的な都市計画税額は、２２，９００

円（≒４６，０００円－２３，０１６円。百円未満切捨て）となる。 
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⑸ 結 論 

本件土地に係る非課税認定、課税標準額・税額の算出過程及び結

果は上記⑴ないし⑷のとおりであり、上記１の法令等の定めと照ら

し合わせると、本件処分は、法令及び評価基準等に則った適正なも

のであるといえ、違算等も認められない。 

したがって、本件処分に、違法又は不当な点はない。 

３ その他の請求人の主張 

請求人は、本件車庫用地は固定資産税等の非課税対象である旨を

主張し、反論書において、本件車両の自動車検査証を提出している。 

しかしながら、上記検査証によれば、本件車両の所有者は請求人

とされているところ、同検査証における登録年月日、交付年月日及

び発行年月日は、いずれも平成３０年９月１４日であることから、

その主張の根拠とはならないものであって、平成３０年１月１日時

点において、本件車庫用地が課税対象となることは、上記２・⑵・

ウのとおりである。 

４ 請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討 

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。 

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令

解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に行わ

れているものと判断する。 

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った委員の氏名） 

松井多美雄、宗宮英俊、大橋真由美 

 

別紙１及び別紙２（略） 

 


